
大気汚染防止法違反への対応状況について 

 

 
１．背景 

本年 7 月以降、日本製紙 6 工場、王子製紙 4 工場における大気汚染防止法違

反（排出基準値超過、測定値改ざん）が明らかになるなど、全国の製紙工場で

同様の違反が相次いで判明。 

環境省では、日本製紙及び王子製紙に対して、原因の究明及び再発防止策の

検討を直接指示したほか、日本製紙連合会に対して、再発防止に向けた対応を

求めた。製紙連合会会員各社は、法令遵守状況の総点検を実施。 

 

 

２．製紙業界に対する調査及び調査結果に基づく指導 

製紙工場において法令遵守状況の総点検が実施されることを踏まえ、各自治

体（都道府県及び大気汚染防止法政令市）に対して、工場から報告を徴収し必

要に応じて適正な指導を行うよう要請（8月 2日）。 

その結果、調査時点で既に判明していたものを含め、全国の 25 工場（15 社）

において大気汚染防止法の違反が確認された。環境省としては、この結果を重

大に受け止め、水・大気環境局長から日本製紙連合会会長宛ての通知により、

環境法令の遵守徹底について指導したところ（9月 18 日）。 

なお、点検結果については、9月 19 日付けで公表。 

 

 

３．その後の対応 
 
（１）製紙業以外の業種についても大気汚染防止法の遵守を徹底させるため、

10 月 30 日に全国の都道府県等を招集し、自治体に対して、特に業種を特定せ

ず、一定規模以上の工場を対象に、大気汚染防止法に基づく立入検査等を緊急

に実施するよう要請したところ。 
 
（２）事業者による公害防止法令（大気汚染防止法、水質汚濁防止法等）の遵

守が確実に実施されるための方策等について、現在、有識者、自治体、事業者

等からなる「効果的な公害防止取組促進方策検討会（座長 細田慶應義塾大学教

授）」において検討をいただいているところ。 

 

資料 11








